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2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では，岩手県，宮城県，福島県 3 県の高齢者施設 326 カ所，
障害者施設 268 カ所が全壊または一部損壊となった．特に，特別養護老人ホームといった介護を要する
高齢者が多人数で生活している施設では，津波から逃げ遅れたと思われる利用者 485 名と職員 173 名が
死亡・行方不明となった(厚生労働省 1))．また，沿岸部に住む障害者も多数犠牲となった．NHK「福祉
ネットワーク」取材班(2011)2)の調査によると，上記3県において，総人口に占める死亡率が1.03％（12,853
人/1244,167 人）であるのに対して，障害者の死亡率は 2.06％（1,388 人/67,509 人）に上ったとされてい
る．  
豪雨災害による高齢者の死者も後を絶たない．2004 年の新潟・福島豪雨と福井豪雨では，死亡者の
85％が 65 歳以上の高齢者であった．また，2009 年の中国･九州北部豪雨では，山口県防府市の特別養護
老人ホーム・ライフケア高砂が土石流で埋まり，入所者 7 名が生き埋めとなって死亡した．2010 年の奄
美豪雨でも，奄美大島の認知症高齢者グループホームわだつみ苑が浸水し，入所者 2 名が溺死した． 
このような中，国は，高齢者施設や障害者施設を含む要配慮者利用施設の自主的な避難確保・浸水防
止の取組みを促進するため，2011 年 12 月施行の「津波防災地域づくりに関する法律」において，津波
災害警戒区域内の要配慮者利用施設に対して，津波の発生時の避難確保計画と避難訓練の実施が義務化
















































まず，過去の豪雨災害の被災事例からみた避難行動における課題抽出を行った．次に，2014 年 8 月に発
生した台風 11 号で被災した高齢者施設の支援活動の実態を調査し，避難確保計画に盛り込むべき留意
事項をまとめた． 






















































に関する調査『厚生労働省平成 23 年障害者総合福祉推進事業 既存の戸建住宅を活用した小規模グ 
ループ・ケアホームの防火安全対策について』 
7) 富士通総研(2012)：被災時から復興期における高齢者への段階的支援とその体制のあり方の調査研
究事業報告書，280p.http://jp.fujitsu.com/group/fri/report/elderly-health/2011support.html, 参照 2013-05-10． 
8)  吉井博明(2013)：豪雨災害時における避難と高齢者施設の対応 平成 22 年 10 月奄美豪雨災害を 
事例として，東京経済大学コミュニケーション学会. No38 , pp.91-103． 
























































































































高齢者の要介護者数は急速に増加している．65 歳以上の要介護者等認定者数は，2012 年に 545.7 万人

































































身体障害者数は 366.3 万人（施設入所者 8.7 万人），知的障害者数は 54.7 万人（施設入所者 12.8.万人），
精神障害者数は 323.3 万人（施設入所者 33.3 万人）である（表 2-2）． 
また，障害福祉サービスの体系を図 2-5に示す． 
入居型の施設は，ケアホーム，グループホーム，福祉ホーム，障害者支援施設がある． 
中でも，グループホームの事業所数は 3,503 施設で利用者数は 2.6 万人，ケアホームの事業所数は





る．入居定員は原則 10 名以下で，平均利用者数は 5 名程度である．利用者と世話人の割合はグループ
ホームで 10：1，ケアホームで 6：1 である． 
障害種類別の利用者数をみると，グループホームは精神障害者 49％，知的障害者 48％，身体障害者























表 2-2 障害者数 
 










図 2-6 グループホーム・ケアホームの概要 





2) 厚生労働省(2014)：平成 26 年度版 高齢社会白書． 
3) 厚生労働省(2006)：平成 19 年度介護サービス施設・事業所調査． 
4) 熊本県高齢者支援課(2011)：高齢者施設等の体系図，
http://www.pref.kumamoto.jp/uploaded/attachment/88392.pdf 
5) 厚生労働省(2014)：第 104 回社会保障審議会介護給付費分科会資料 資料 1（改） 
http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou 
/0000051840.pdf 
6) 株式会社三菱総合研究所(2013)：平成 24 年度老人保健健康増進等事業「介護サービス事業における 
医療職のあり方に関する調査研究事業」 
7) 厚生労働省(2012)：平成 24 年版 厚生労働白書． 









図 2-7 障害種類別の利用者数 































(1) 特別養護老人ホーム A（宮城県岩沼市） 
特別養護老人ホーム A（以下，A 施設）は,鉄筋コンクリート造の平屋で海岸から 250 m の低地に立
地していた．震災当日は利用者 96 名，職員 48 名がいた．津波により建物は全壊したが迅速な避難行動
により人的被害は出なかった．津波痕跡高は 5.4 m（浸水深約 4 m)，津波到達時間は地震発生から約
60 分後であった．事前対策として津波を想定した避難訓練は実施されていなかったが，2010 年チリ中
部地震津波の際，利用者の移送に手間取り避難完了までに 90 分を要したこと，備蓄品を持ち出せなか





役立った．翌 3 月 12 日に消防署員によって救出され，人工透析と糖尿病の 2 名は病院に，94 名は市の
福祉センターへ搬送された．その後，利用者は 5 箇所の施設に分散して受入れられた（写真 3-1）． 
(2) 介護老人保健施設 B（岩手県下閉伊郡山田町） 
12 
 
介護老人保健施設 B（以下，B 施設)は，鉄筋コンクリート造の一部 3 階建てで山田湾の湾奥に立地
していた．津波により建物は全壊した．津波痕跡高は 14 m（浸水深 5～7 m），津波到達時間は地震発
生から約 40 分後であった．河北新報(2013)7)によると震災当日は利用者 96 人，職員 48 人がいたが避






る（写真 3-2）．  
 
(3) 入所型の知的障害者更生施設 C（宮城県石巻市） 
知的障害者更生施設 C（以下，C 施設）は，石巻港より約 2 km で北上運河沿いに立地している．震
災当日は 43 名がいた．周辺部は全域浸水したが，幸いにも周辺よりわずかに高い C 施設だけは浸水を





一法人）に移動するのに約 30 分かかった． 
 
(4) 通所型の知的障害者更生施設 D（宮城県名取市） 
知的障害者更生施設 D(以下，D 施設)は，鉄筋コンクリート造の平屋で海岸から約 1 km の低地に立
地していた．津波により建物は全壊したが迅速な避難行動により人的被害は出なかった．津波痕跡高は
4.8 m（浸水深約 3 m），津波到達時間は地震発生から約 75 分後であった．発災直後，尋常ではない揺
れを感じたため，携帯電話のワンセグ放送で情報を収集し，大津波警報が発令されたのを受け，午後 3
  












(5) 特別養護老人ホーム E(岩手県釜石市) 
特別養護老人ホーム E（以下，E 施設）は，鉄筋コンクリート造の一部 2 階建てで海岸から 2 km の
高台に立地している．津波浸水の恐れは無かったが，地震により支柱の崩落や地盤沈下など深刻な建物
被害が発生した．震災当日は入所者，通所利用者，職員 160 名がいたが，人的被害は無かった．また，














































調査対象は，徳島県の入所型の高齢者福祉施設 301 施設とした. 施設種別は，特別養護老人ホーム 61
施設，養護老人ホーム 18 施設，老人保健施設 50 施設，軽費老人ホーム 37 施設，認知症高齢者グルー
プホーム 135 施設である.これらの施設の位置情報と徳島県が 2012 年 10 月に公表した南海トラフ巨大
地震モデルに対応する津波浸水深予測結果を用い，津波浸水危険度と必要な津波避難距離（非浸水エリ
アまでの要避難距離）について GIS を用いて分析した． 
 
(2) 調査結果と考察 










図 3-1 高齢者福祉施設の津波浸水危険度 
 
































































61 施設，養護老人ホーム 18 施設，老人保健施設 50 施設，軽費老人ホーム 37 施設，認知症高齢者グル
ープホーム 135 施設である．調査内容は，津波に対する危機意識，防災対策の現状，避難支援や受入支




回収数は 110（回収率 37％)であった．回答内訳は，特別養護老人ホーム 21 施設（19％），養護老人
ホーム 9 施設（8％），介護老人保健施設 25 施設（23％)，認知症高齢者グループホーム 42 施設（38％），
軽費老人ホーム 13 施設（12％）である． 
a) 津波に対する危機意識 








56 年以降（新耐震基準）に建てられた施設が 80％で，鉄筋コンクリート造・鉄骨造は 85％であった．
備蓄品の整備状況については，飲料水，食糧，医薬品を 3 日分以上備蓄している施設が，それぞれ 59％，
66％，67％であった．連絡体制については，職員の緊急連絡網の整備率が 98％，利用者家族との連絡









図 3-3 防災対策の現状 
 
 





































































図 3-6 受入支援の必要性と協力体制の有無(N=110) 
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(1) 石巻市の障害者 GHの A施設 
A 施設は，牡鹿半島の鮎川湾より約 200m の所に位置していた．津波浸水深は約 7.5m で，1 階建て
の施設が全壊・流出した．就労先や通所先にいた入居者は，職員が津波の危険を感じてすぐに車や徒歩
で避難誘導したため助かった．しかし，休暇中で外出していた入居者 1 名が津波で亡くなった．入居者
は被災しなかった GH で避難生活を送り，その後，GH 型仮説住宅に移り生活している（平成 25 年 8
月 29 日ヒアリング）． 
 
(2) 釜石市の高齢者 GHの E施設 
E 施設は，大槌湾奥から約 500m に位置していた．津波浸水深は約 4.0m で，2 階建ての施設の１階







表-1 で示した A～G の GH は，いずれも沿岸部や河川の近くに立地する 1～2 階の低層施設であり，
浸水深が 1m を超える津波により建物も大きな被害を受けている． A～C 施設の入居者の多くは就労先
等にいたため，職員らの迅速な避難誘導によって多くの命が助かった．一方で外出中の方は亡くなり，
ホームに残っていた方は危機一髪の状況で，支援の手が届かなかったと思われる．D，F，G 施設は，施
設以外の場所へ避難し，E 施設は自施設 2 階に避難しているが，いずれの施設も避難判断や避難準備の
遅れ，避難先が浸水するなどして，避難途中や避難先で非常に危険な状況に陥っている．F 施設では 7
表 4-1 東日本大震災におけるグループホームの被害状況 
 










































































































(1) 徳島県内の高齢者 GH の現状 




す．半数の施設が基準水位 2.0～3.0m の範囲にあり，最大値は県南部の施設で 10m であった．次に，
介護事業所情報サイトと参考文献から建物階数と建物構造を調べた．建物階数の割合を図 4-2（左）に
示す．1 階建は 33.3％，2 階建は 47.4％，3 階建は 10.5％，4 階建は 1.8％，5 階建は 3.5％であり，約
8 割が 2 階以下の低層施設であった．建物構造は，RC 造が 16.2%，鉄骨造 41.9%，木造 41.9％であっ
た． 
基準水位と階数から，自施設での垂直避難が可能かどうかを分析した結果を図 4-2（右）に示す．基











(2) 徳島県内の高齢者 GH の事例 
津波避難計画および訓練実施の現状を把握するため，平成 26 年 3 月に徳島県内のイエローゾーン内
に位置する高齢者 GH にインタビュー調査を実施した． 
鳴門市にある医療法人が運営する高齢者 GH の事例を示す．鳴門市は，四国の東端に位置する市であ
り，南海トラフ地震によって被害が生じる危険性の高い地域である．2014 年 3 月に鳴門市が策定した
「鳴門市津波避難計画」では，鳴門市における最大震度は震度 6 強，津波到達予想時間は，里浦海岸で
48 分，最大津波高 6m とされており，鳴門市の浸水域は 35.3km2に及ぶと予想されている．この高齢
者 GH は旧吉野川の河口から約 1.8km の沿岸部に位置しており，基準水位は 2.6ｍである．近くに高台
や避難ビルはなく，鳴門市津波避難計画においても津波避難困難地区に指定されている．建物は鉄筋 2
階建てで，入所者は認知症のある高齢者が 18 名，職員は 3 名である．津波避難計画は，火災想定と同













図 4-1 基準水位別の施設数（N=43） 




























   




























































































































































(1) 社会福祉法人愛育会の GH・CH（陸前高田市） 
29 
 







であった避難訓練やマニュアルの見直し備蓄品の整備等を行った（平成 25 年 8 月 28 日ヒアリング）． 
 
(2) 社会福祉法人石巻祥心会の GH・CH（石巻市） 
当時は，市街地に 12 カ所のホームがあった．津波により 3 棟が全壊・流出した．入居者は就労先や
通所先におり，職員が津波の危険を感じてすぐに車や徒歩で避難したため助かった．しかし，休暇中で
外出していた入居者 1 名が津波で亡くなった．入居者は被災しなかった GH で避難生活を送り，現在は
行政の仮設 GH で生活している．石巻祥心会は，GH の本設を計画しているが土地不足で遅延している．
また，震災の影響で急増した入居希望者のため，日本財団の助成を受けて仮設型 GH を建設した．震災
後の防災対策として，月に 1 回地震想定の避難訓練を実施，職員の参集基準を作った（平成 25 年 8 月
29 日ヒアリング）． 
 
(3) 社会福祉法人若竹会の GH・CH（宮古市） 
当時は，4 カ所のホームで 23 名が生活していた．わかめ工場で就労していた入居者は，工場の従業員
と一緒に避難して助かった．2 名が残っていたホームでは，2 階まで津波が来たが，自力で 2 階から脱





(4) 障害者 GH・CHの津波避難時の課題 






















































図 5-1 障害者施設における危機管理の進め方 
 
 



























ことが望ましい．図 5-1では D（実行する：do）に対応する手順である． 
4) 実施内容のモニタリングと評価 




 PDCA サイクルの中で最後の段階で図 5-1 では A（見直しする：act)に対応する．C のプロセスで確
認された改善内容をリスク処理計画に反映し，計画の見直しを行う． 
 このように PDCA サイクルを意識し，着実に改善を図ることで深刻な危機事象にも適切に対応できる
危機管理が実現される． 
 




















































を 3 回実施した（表 5-2）．参加者は，あけぼのホーム（GH）およびケアホームあけぼの（CH）（以下，
あけぼのホームという）のサービス管理者や世話人，入所施設の生活支援員や事務員など 10 名で，グ
ループに分かれてワークショップ形式で実施した． 












図 5-3 災害時アクションカードの例（徳島大学病院） 
 
 




   
平面図を書く   利用者と職員に見立てたおはじきを配置   付箋紙に行動を記入し紙に貼る 

































内の民間マンションを借用しており，入居者は知的障害のある男性 7 名，女性 4 名（計 11 名）である．
施設概要は表 5-3に示す．日中は民間企業や法人が運営する通所施設にて就労や活動を行い，朝夕に世
話人 2 名が食事や生活相談などの支援をする． 
災害時アクションカードの特徴は，表面に地震直後の行動，裏面に避難行動が書かれており，世話人
用（図 5-4）と入居者用（図 5-5）がある．入居者用のカードは，イラストで分かりやすく表現されて


































表 5-3 施設概要 
 
    
 表 5-4 訓練の実施状況      
 
   
階段昇降が苦手な女性       スマートフォンで津波情報を収集     夜間の避難訓練 
写真 5-2 訓練時の様子（左は第 2回訓練，中は第 3回訓練，右は第 4回訓練） 











































































図 5-4 世話人用の災害時アクションカード（左：表面 右：裏面） 
 



















1) 訓練 1実施後の改善点 





2) 訓練 2実施後の改善点 
・入居者の性格に応じて誘導係，情報収集係，応急救護係などの役割を決めた． 
・避難時間を短縮するため，応急救護の順番を避難完了後に変えた． 
・避難場所を近隣マンション A から，より距離が近いマンション B に変更した． 
・入居者が各自で非常持出し袋を準備した． 
・携帯しやすいカードサイズ（A5）にして透明ケースに挟み，紐を付けて肩掛けできる形にした． 
3) 訓練 3および訓練 4実施後の改善点 
 ・近隣住民の避難支援の確保に向けて，近隣住民との関係作りに取り組み始めた． 


























図 5-6 津波避難訓練の結果 
 
 






































訓練日（○月○日） 訓練内容（津波避難訓練） 役割（世話人） 氏名（○○○○）
項目 評価
身の安全を確保する □できた □できたが難しかった □できなかった
ヘルメット着用・非常袋を持つ □できた □できたが難しかった □できなかった
入居者の安否確認をする □できた □できたが難しかった □できなかった





























































1) NHK 福祉ネットワーク取材班(2011)：「東日本大震災における障害者の死亡率」『ノーマライゼーシ 
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4) 日本グループホーム学会調査研究会（2012）：「3.11 東日本大震災における被災したグループホームに 

































第 6 章 豪雨災害に対する要配慮者利用施設（高齢者及び障害者施設）の避難確保計画の
あり方  
 




























岩手豪雨で避難した大館市の特別養護老人ホーム A，2013 年の台風 18 号福知山豪雨で被災した福知山








ていた（写真 6-1）．平成 25 年 8 月 9 日は，午前 10 時には避難することを決定し介護用品など持ち出
し品の準備，利用者への食事提供などの準備を行った．11 時に市に対し自主避難することを報告し，12
時 30 分に災害支援ネットワーク（他法人との災害協定）へ救助要請し，13 時 30 分から要介護高齢者
100 名を近隣の病院などに車で移送し，14 時に避難が完了した（写真 6-2）．  
B 施設は平成 25 年 9 月 15 日午後 9 時に法人本部に連絡し,搬送用車両の準備を要請した．午後 11 時
頃，戸田水位観測所の水位が 2m に達したことから 5km 先の法人本部がある特養へ避難を開始した．
移送には 7 台の車両で 2 往復した．午後 12 時 30 分に避難が完了した． 
A，B 施設は水位を元にした独自の避難基準，移送体制，受け入れ先の確保などの事前対策をしてい
た結果，早期避難が実現できた． 
C 施設は，熊野川水系音無川が氾濫し，床上約 70cm 浸水した.夜間に消防団員から避難指示を受け，
高齢者 7 名を本宮中学校に車で緊急移送した.  
D 施設は，熊野川水系赤木川が氾濫し，2 階天井付近まで浸水した（写真 6-3）．浸水直前に自治会長
の避難の呼びかけで，管理者は利用者 7 名を急いで高台へ避難させたが，視覚障害者の避難に約 1 時間
もかかった． 
C 施設と D 施設は，外部からの呼びかけが無ければ非常に危険な状況であった． 
E 施設は，古座川が氾濫し床上約 2m 浸水した．水位を監視していた職員の判断で，浸水の約 7 時間












   
写真 6-1 大館市の A 施設の避難   写真 6-2 大舘市の A 施設の利用者   写真 6-3 D 施設が冠水している様子 







 6-3. 台風 11 号で被災した高齢者施設の支援活動の実態 
 
(1) 調査方法 
 調査対象は，2014 年 8 月に発生した台風 11 号によって浸水被害を受けた那賀郡那賀町にある特別養




 台風 11 号は，7 月 29 日 12 時にマリアナ諸島付近で発生した台風 11 号は，強い勢力で日本の南海上
を北上し，暴風域を伴って 8 月 7 日に大東島地方に接近した．台風は強い勢力を維持したまま比較的ゆ
っくりとした速度で北上し，10 日 6 時過ぎに高知県安芸市付近に上陸した後，次第に速度を速めなが
ら四国地方，近畿地方を通過した．その後，台風は暴風域を伴ったまま日本海を北上し，11 日 9 時に温
帯低気圧に変わった．この期間，前線が西日本の日本海側から北日本にかけて停滞し，前線に向かって
台風周辺の湿った空気が流れ込んだため，西日本から北日本の広い範囲で大雨となった． 
 徳島県内は 10 日午前 0 時ごろから正午ごろまで風速 25 メートル以上の暴風域に入り，未明から激し
い雨が降り続いた．国土交通省那賀川河川事務所の古庄水位観測所（阿南市羽ノ浦町）では午前 10 時
半，那賀川で 1955 年の観測開始以来，最も高い 8.0m の水位を記録した． 
 徳島県の浸水被害は甚大で，住宅被害は 2,625 棟（消防庁 8 月 18 日）となった．死者は 1 人であっ
た．特に，県南部に位置する阿南市加茂谷地区や那賀町は大きな打撃を受けた．  







 S 荘は，那賀川の左岸側に隣接して立地している特別養護老人ホームである．台風 11 号による建物
被害は，床上浸水 70cm，建物周囲は約 1.4m 浸水した．立地環境から見ても，浸水リスクの高い場所
であることが分かる．国土交通省が長安口ダム改修工事のために，S 荘前に設置されたメモリー式水位




 被災当時の職員数は 28 名（非常時体制，全職員数は 46 名）で，利用者数は 63 人であった．施設で
46 
 
は，8 月 9 日夜の日直職員 4 名に加え，24 名が施設に待機し，利用者の夕食時間を早めたり，車を高台
に移動させるなどした．10 日深夜，川口ダムの放流情報を元に，比較的軽度な利用者 35 名と最低限の
介護用品を 2 階へ移動させた．未明になって，さらに 6,800 トンにも上る水が放流されると聞き，残る







写真 6-4 浸水被害を受けた特養 S 荘（那賀郡那賀町）（2014.9.26 筆者撮影） 
 
 
図 6-1 S 荘近くに設置されている水位データ 



































 W 施設は福祉避難所で，高台にあるため建物被害はなかったが，職員の自宅が浸水するなどした．  
 8 月 10 日 10 時頃に徳島県保健福祉部より，S 荘の被害状況の知らせと共に，利用者受け入れの打診
があり，担当者が法人本部と相談して受け入れ可能人数を回答した．14 時頃，再び徳島県保健福祉部よ
り電話があり，S 荘の利用者移送の依頼あり，車 3 台で向かった．S 荘から診療所へ移送したものの，
診療所では利用者全員を受け入れることはできず，診療所の医師が中心となって，受け入れ先を調整し
































 (7) 支援体制における課題 
 S 荘の支援体制を図 6-3に示す．  
































































福井県社会福祉協議会，9 団体 10 マニュアルから災害対応マニュアルを収集した． 
 
(3) 調査結果 


























表 6-1 水防法改正の概要 
 
 
















































































































図 6-4 水害に関する災害対応マニュアルの策定率（N=107） 
 
    図 6-5 貴自治体が所管する地域において，高齢者福祉施設の防災対策を主導している機関（N=107） 
 
図 6-6 災害対策ガイドラインを作成していない理由（N=107） 
 























































1) 吉井博明(2013)：豪雨災害時における避難と高齢者施設の対応，平成 22 年 10 月奄美豪雨災害を事




























例えば，大槌町における住民の健康状況を把握するための全戸家庭訪問調査 1)（調査期間：2011 年 4
月 22 日～5 月 8 日）によると，「早急に対応が必要」だったのは 53 名，「支援が必要」は 229 名であり，
調査対象者 5,117 名中の 5.5%であった．支援が必要な理由は，「心理的問題」が最も多く 37％，次いで































運営」に従事した職員数が最も多く，発災当日は約 90 名で，1 週間後には約 200 名に達し，3 月にかけ
て急激に減少している．「医療・健康福祉・衛生活動」に従事した職員数は，1 週間後から 4 月下旬まで





る．例えば，静岡県三島市 4)では，2014 年 2 月に業務継続計画を策定しており，時系列での緊急時優先
業務の特定や業務資源の必要量の割り出しなどを行っている．21 班編成で 292 項目の優先業務が選定さ
れている．目標開始時間別にみると，3 時間以内が 86 項目，24 時間以内が 128 事項，3 日以内が 34 事





海トラフ地震など大規模災害に備えた自治体 BCP に活かされなければならない． 
自治体 BCP の先行研究として，丸谷ら(2007)5)は自治体職員対象のアンケート調査などから，地方自
治体の BCP の必要性と策定上の課題について整理している．丸谷(2011)6)は，東日本大震災の教訓とし




先行研究と東日本大震災での教訓を踏まえて，自治体の BCP を策定する際には以下のような課題がある．  
・BCP の策定段階からすべての部局が積極的に関わる． 
・即時対応（おおよそ 0~3 時間），緊急対応（おおよそ 3 時間~1 日），応急対応（おおよそ 1 日~1 週 















2014 年 1 月 29 日，30 日，2 月 3 日の 3 回にわたって開催された鳴門市職員対象の BCP 策定研修会（1）
において，参加者 650 名を対象に「被災者の避難生活の支援に関する調査」を実施した．質問シートの








は，〔3 時間以内〕，〔1 日以内〕，〔3 日以内〕，〔1 週間以内〕，〔2 週間以内〕，〔１ヶ月以内〕，〔3 ヶ月以内〕
である． 
設問 2 は，設問 1 の項目に対して，自分がその業務にどの程度関わると思うかを，3 件法（〔非常に関
わりがある〕，〔少し関わりがある〕，〔全く関わりがない〕で選択してもらった．なお，各部署の回答数
は，企画総務部 59 名，市民環境部 55 名，健康福祉部 88 名，経済建設部 47 名，消防本部 61 名，企業
局 28 名，教育委員会 91 名である． 
 
(3) 結果 





















 表 7-1 鳴門市の南海トラフ地震の被害想定 
 
 

















A  避難所の開設状況の把握 避難所
B  避難所への救援物資供給 避難所
C  災害援助物資の輸送に関する事項 物資
D  医療品の確保に関する事項 医療
E  医療機関の被災状況と稼働状況の把握 医療
F  精神障がい者、結核、難病者等の被災状況の把握および支援 医療
G  避難所の健康状況の把握および保健指導に関すること 保健
H  防疫薬剤の搬送と消毒に関すること 保健
I  住民への保健指導 保健
J  障がい者、高齢者に対する介護サービス派遣、緊急入院等の措置 福祉
K  介護用品の確保に関する事項 福祉
L  被災した社会福祉施設等への支援 福祉
M  巡回栄養相談、巡回歯科相談 専門相談
N  被災者への心のケア 専門相談
































































































A 避難所の開設状況の把握 B 避難所への救援物資供給 C 災害援助物資の輸送に
関する事項
（単位：％）
D 医療品の確保に関する事項 E 医療機関の被災状況と稼働 F 精神障がい者,結核,難病者
状況の把握 等の被災状況の把握
G 避難所の健康状況の把握 H 防疫薬剤の搬送と消毒に関す I 住民への保健指導および保
および保健指導に関すること ること 健指導に関すること
J 障がい者、高齢者に対する K 介護用品の確保に関する事項 L 被災した社会福祉施設等
介護サービス派遣、緊急入院等の措置 への支援




図 7-2 被災者生活支援業務との関わり意識（■非常に関わりがある，■少し関わりがある，□全く関わりがない） 







































































































































A 避難 開設状況の把握 B 避難所へ 援物資供給 C 援助物資の輸送に
関する事項
D 医療品 保に関する事項 E 医療 関の被災状況と稼働 F 精神障がい ,結核,難病者
状況の把握 等の被災状況の把握
G 避難 の健康状況の把握 H 防疫薬剤の搬送と消毒に関す I 住民への保健指導および保
および 保健指導に関すること ること 健指導に関すること
J 障がい者、高齢者に対する K 介護用品の確保に関する事項 L 被災した社会福祉施設等
介護サービス派遣、緊急入院等の措置 への支援




7-4. 本調査結果と他自治体 BCP との比較 
 
本調査で得られた「業務を開始すべきだと思う時期」の客観性を評価するため，被災自治体の災害対
応を反映して作成された三島市の BCP の業務開始時期，内閣府のガイドライン 12)，陸前高田市の東日本





陸前高田市の活動時期については，F に対する活動として，3/12（震災 1 日後）から医療関係派遣調
整が行われた．H に対応する活動として，3/20（震災 9 日後）に防疫班が編成され，県を通じて消石灰
を入手し希望者に配布された．J に対応する活動として，4/7 から要介護者，施設利用者調査・相談（地
域包括支援センター）が行われた．K に対応する活動として，3/17（震災 6 日後）から，生活必需品の






























































(1) 鳴門市 BCP 策定研修会は，鳴門市が実施する職員研修である．質問紙調査は，研修会の前に実施し
表 7-3 本調査結果と三島市 BCP との対比  
（○本調査結果，■三島市 BCP，◎内閣府，→陸前高田市） 
（3h：3 時間以内，1d：1 日以内，3d：3 日以内，1w：1 週間以内，2w：2 週間以内，1m：1 ヶ月以内，3m：3 ヶ月以内） 
 
3t 1d 3d 1w 2w 1m 3m
A  避難所の開設状況の把握 避難所 ○■→
B  避難所への救援物資供給 避難所  ○■
C  災害援助物資の輸送に関する事項 物資 ○■◎ ○
D  医療品の確保に関する事項 医療  ○■
E  医療機関の被災状況と稼働状況の把握 医療 ○■◎
F  精神障がい者,結核,難病者等の被災状況の把握および支援 医療  ○■ 　　　◎→
G  避難所の健康状況の把握および保健指導に関すること 保健 ○■
H  防疫薬剤の搬送と消毒に関すること 保健 　　◎ ○■
I  住民への保健指導 保健 ○
J  障がい者,高齢者に対する介護サービス派遣,緊急入院等の措置 福祉 ○■ →
K  介護用品の確保に関する事項 福祉 ○■ →
L  被災した社会福祉施設等への支援 福祉     ■ ○■
M  巡回栄養相談,巡回歯科相談 専門相談 ○
N  被災者への心のケア 専門相談 　◎ ○■ ○
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も喫緊の課題とされる．2013 年 4 月 13 日に淡路島付近を震源とする地震（以下では淡路島地震と呼ぶ）
が発生した．M6.3 の比較的規模の小さい局所的な地震であったが，洲本市，淡路市，南あわじ市の 3



















ころは 2.7％とほとんどない．危機管理の取り組みとしてもっとも多いのは，防災センターを 24 時間 365
日稼働しているケースが 62 社，次いで停電に備えて発電機を設置しているケースが 59 社であった．備
蓄率は 68.9％と比較的高いが，顧客の分まで備蓄しているのは 18.1％であった．備蓄の内容は，食糧，











売事業所）の約 3 割，コンビニの 4 割強が営業停止した． 
その一方で，被害を受けながらも一時避難所や物資供給を行った店，仮設店舗や駐車場などを利用し
て早期の営業再開を果たした店もあり，災害時の商業施設の役割が再認識された． 





日間 600名が 2階フロアで過ごし 3日目に避難所に移った．営業再開に向け商品調達に大変苦労したが，











   
写真 8-1 津波で浸水した気仙沼市の店舗   写真 8-2 屋上での販売の様子   写真 8-3 避難所となった石巻市の店舗 
（写真提供：イオンリテール㈱） 
 









2013 年 4 月 13 日 5 時 33 分頃，淡路島付近の深さ 15km を震源とするマグニチュード M6.3 の地震が
発生した．気象庁(2013)5)の発表によるとこの地震による揺れは兵庫県淡路市で震度 6 弱，同南あわじ
市で震度 5 強，同洲本市，徳島県鳴門市，香川県東かがわ市などで震度 5 弱が観測されている．この地




 2013 年 5 月 25 日～6 月 7 日に淡路島の総合スーパーなど 33 店（図 8-1）を対象として，施設被害と
災害対応に関するアンケート調査を実施した．施設の内訳は，大型ショッピングセンター3 店，スーパ
ーマーケット 14 店，ホームセンター6 店，ドラッグストア 6 店，リカーショップ 2 店，電気店 2 店であ
る． 
アンケート調査の設問内容はＩ. 商業施設の構造概要（建物面積，築年数，構造種別），Ⅱ. 地震被害
の有無，Ⅲ. 被害の内容，Ⅳ. 防煙垂れ壁の破損状況，Ⅴ. 地震後の緊急対応の内容の 5 項目である．こ
の内，Ⅲ～Ⅴの設問内容の一部を表 8-2に示す．Ｉ. 商業施設の構造概要に関する結果を表 8-3に示す． 
地震被害の有無については，33 店舗の内，28 店舗（被災率 85％）で何らかの建物や商品についての
被害が生じている．被害の大きさを数量化するために，「被害なし」は 0 点，「少し被害あり」（破損が 1



















表 8-2 主なアンケート項目 
 




　a. 内壁剥がれ  　①被害無し ②少し被害あり ③多数被害あり
　b.・・・・・
（2）設備
　a. 照明のずれ  　①被害無し ②少し被害あり ③多数被害あり
　b.・・・・・
（3）室内
　a. 机上物の転倒  ①被害無し ②少し被害あり ③多数被害あり
　b.・・・・・
（4）建物外部




































図 8-2 被災項目別の損傷度 
 
構造・設備等の被災率（%） 
図 8-3 規模別の被災項目（N=30） 
 






















規模 遅延の有無 店舗数 営業再開時間 必要業務
遅延なし 14 - -
遅延あり 7 1～8時間後 破損商品の除去
遅延なし 0 - -






地震当日の 2013 年 4 月 13 日に南あわじ市と洲本市内のスーパーマーケット各 1 店，同 7 月 10 日に









かったことである．営業開始は通常 9 時であるが，4 時間遅れの午後 1 時になった．今回は開店前の被
災であったため，顧客の安全確保は必要なかったが，今後，営業時間内に被災するケースを考え，顧客
の避難誘導方法の見直しを行う予定である． 
















 8-4. 地震動の特徴と建物被害の関係 
 
洲本市内の 2 店舗，南あわじ市内の 2 店舗でガラス防煙垂れ壁などの施設と設備の被災状況について
調査した．洲本市内の 2 店舗に最も近い強震観測施設は K-NET 洲本（直線距離で 0.7～1km），南あわじ
市内の 2 店舗に最も近い強震観測施設は KiK-net 三原（直線距離で 4.6～5.1km）である．一方，淡路島
地震の際の最大加速度は K-NET 洲本での観測値は 470gal（3 成分合成値），KiK-net 三原では 190gal（3
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4 店の駐車場付近での推定地震動の特性を表 8-4にまとめて示している．常時微動 H/V スペクトル比
から評価された各地点の卓越周期は洲本市内の店舗では 1.3s と 1.6s，南あわじ市内の店舗では 0.9s と
1.6s である．洲本市内の店舗は K-NET 洲本の 0.2s に比べて長い固有周期を有しているのに対して，南
あわじ市内の店舗は KiK-net 三原の 1.2s とほぼ同じ 0.9s または 1.6s となっている． 
一方，丸山らの方法により地震動推定を行った結果，2 成分合成最大水平加速度（以下，最大加速度）
は，洲本 A が 388gal，洲本 B 点 423gal であり， K-NET 洲本の最大加速度 455gal（水平 2 成分合成値）
を下回った．一方，南あわじ C が 233 gal ，南あわじ D が 234 gal であり，KiK-net 三原の最大加速度 184gal
（水平 2 成分合成値）を上回った． 
次に，水平 2 方向ベクトル合成による弾性加速度応答スペクトルの算出を行った結果，いずれの調査




















洲本 A 9 1.3 388 49 
洲本 B 50 1.6 423 48 
南あわじ C 21 1.6 234 -50 
南あわじ D 95 0.9 233 -51 
K-NET 洲本 - 0.2 455  


















洲本 A                                       洲本 B 
  
南あわじ C                                    南あわじ D 
  
図 8-6 加速度応答スペクトル 
 
図 8-7 南あわじ Cの防煙垂れ壁被害の卓越方向（左）最大加速度の方向（右） 
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築して円滑かつ迅速に避難する」，の 2 つの課題が抽出された． 








第 7章では，地方自治体職員の被災者生活支援業務に関する意識分析からみた BCP 策定の課題を検証




また，自治体 BCP の比較分析の結果，鳴門市職員の業務開始時期に対する意識と三島市 BCP，内閣












祉施設と似ている．2014 年 4 月に発生した淡路島地震によって被災した淡路島内のショッ
ピングセンター等 33 店を対象に，建物被害と初動対応に関するアンケート調査，並びに，
地震動の特徴と建物被害の関係について分析した． 
調査の結果，施設の 8 割を超える商業施設で非構造部材を中心とした被害が発生した他，破損した内
装材や設備の片づけのため，3 割程度の店舗では営業開始が遅れたことがわかった．また，地盤や建物
特性によって局所的に被害が増大したと思われる施設があり，被害が増幅する可能性がある施設を調べ，
それらには優先的に対策を行うことが有効である． 
淡路島地震のような中規模地震においては，落下物などで負傷者を出さない対策が最優先であるが，
大規模地震では，従業員と顧客の生命の安全確保に加えて，早期に営業を再開させることや，地域貢献
も求められる． 
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